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10
健やかな生活を支える保健医療の推進

上位
政策

健康で幸せにすごせるまち
平成24年度
の施策の位
置付け

１　施策の概要

２　基本事業の方向性（第４次長期総合計画より）

施策統括課
（課長名）

健康課長（田中　百合子） 健康課、保険年金課、福祉総務課

対象 市民
関連す
る個別
計画等

東久留米市地域福祉計画（第２次改定版）、

東久留米市健康増進計画「わくわく健康プラ

ン東くるめ」、東久留米市国民健康保険特定

健康検査・特定保健指導実施計画

感染症発生防止の充実

３　施策の指標と実績

施策に対する基
本的な考え方
（第４次長期総合
計画より）

・市民が身近な地域で必要な医療を受けるための情報提供の充実に努める。
・医師会や医療機関との連携を強化し、身近な地域医療、夜間や緊急時対応の充実を図るとともに、高度医療や救急医療
などを支える医療体制の強化・充実のため、保健医療圏の関係機関との連携強化を進める。

（基本事業番号）基本事業名 第４次長期総合計画における方向性

（10-01）保健医療体制の充実
・市民が身近な地域で必要な医療を受けるための情報提供の充実に努める。
・医師会や医療機関との連携を強化し、身近な地域医療、夜間や緊急時対応の充実を図るとともに、高度医
療や救急医療などを支える医療体制の強化・充実のため、保健医療圏の関係機関との連携強化を進める。

・国民健康保険・後期高齢者医療制度の健全な運営を図り、安心して保険制度を利用できるよう、市民への
保険制度の周知に取り組むとともに、被保険者に対する適切な保険給付及び国民健康保険税賦課を実施し、
公正な制度の運営に努める。

４　施策内事務事業数と施策のコスト

（10-02）健康づくりの推進

・すべての市民が心身ともに健康に生活できるよう、市民の健康への意識啓発や健康教育、情報提供、健康
相談、正しい食生活の啓発などの充実を図るとともに、市民自ら行う健康づくりや活動を支援する。また、
地域の健康づくり実践のための推進員の育成などを進め、地域の支えあい活動を支援する。
・成人を対象にした生活習慣病の早期発見、早期治療のため、特定検診・保健指導などの各種健(検）診な
どの充実を図るとともに、その受診率向上に努める。
・予防接種の実施について、医療機関などの関係者の協力のもと、保護者への理解をさらに求め、接種率の
向上に努める。

（10-03）医療保険制度の運営

指標種別 施策の代表的な指標 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績

対象指標 市民人口(1月1日現在、外国人登録を含む) 116,579 116,549 116,067

成果指標 心身ともに健康であると感じている市民の割合
61.7

(２１年度調査）
70.0

(２３年度調査）
70.0

(２３年度調査）

成果指標 国保制度･後期高齢者医療制度に満足している市民の割合
49.6

(２１年度調査）
63.6

（２３年度調査）
63.6

（２３年度調査）

成果指標 健康診査（特定健診・後期高齢者健診）の受診率 50.4 50.4 49.9

成果指標 生活保護の需給率 13.5 15.8 17.1

309,301

施策内で事業費の上位１／３を占める事務事業名

項目 平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度実績

本施策を構成する事務事業数 51

14,061,226

人件費（内書き）

トータルコスト 14,370,527

事業費（内書き）

      国民健康保険給付適正化事業     8,077,236千円（57.4％）

（10-04）生活の安定と自立に向けた支援

・生活保護法に基づく制度の適正かつ適切な実施に努めるとともに、関係機関との連携による援助体制を充
実し、被保護者の自立の促進を図る。
・生活保護を受給せざるを得ない状況になる前の住居や生活に困窮する離職者などに対し、国や東京都の行
う支援策に取り組む。
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5　施策成果向上に対する事務事業の貢献度

６　平成25年度施策の方針設定に際しての前提条件

７　施策の現状と課題及び次年度に向けた方向性

８　全庁評価会議で示された施策の方向等

10-01-02昭和病院組合参画事業、10-01-03平日準夜間小児初期救急医療事業、10-02-08わくわく健康
プラン推進事業、10-02-10特定健診事業、10-02-12がん検診フォロー事業、10-02-14後期高齢者健診
事業、10-02-13,15～19胃がん、子宮がん、乳がん、肺がん、大腸がん、骨粗しょう症検診事業、10-02-20
成人歯科健診、10-02-22予防接種事業、10-02-27・健康手帳交付事業、10-03-04国保事業運営計画事
業、10-03-01国保給付適正化事業、10-03-02国保賦課適正化事業、10-03-03国保適用適正化事業、
10-03-05国保保健事業、10-03-07後期高齢者医療制度資格管理事業、10-03-08後期高齢者医療制度
給付適正化事業、10-03-09後期高齢者医療制度賦課適正化事業、10-03-10後期高齢者医療制度保健
事業、10-04-01生活保護事業

市の関与を強化

事
業
費
の
成
り
行
き

対象増加による施策事業費の増

９　平成25年度に向けた施策方針

説明：（市と市民の役割分担など）

保健医療体制については、東京都保健医療計画に基づく体制であ
る。 「高齢者の医療の確保に関する法律」による特定健診等は保険
者に実施義務があるため裁量の余地がない。
「健康増進法」によるがん検診は、検診受診率向上を目指し、また
地域での健康づくりの取組みを、市民と協働で推進していく。
「後期高齢者医療」については、市に裁量の余地はない。 「国保」に
関して、任意給付、保健事業、国保税・税率等設定は一部市の裁量
の余地はあるが、その他は法令等に基づくもので裁量の余地はな
い。 市の裁量によるところは、国保事業の適正な運営を図るため、
国保運営協議会の意見等を受け決定 、実施し てい る 。
「生活保護の需給」は法律に基づいた事業であり、基本的には社会
的自立に向けて市が関与していくが、現状は高齢者世帯や傷病世帯
が多く自立を望めない者が大半である。就労可能な世帯について
は、組織的に、自立を目的とする支援制度に転換するために、被保
護者等就労支援プログラムを導入し、自立支援を推進していく。
また、傷病世帯（精神障害者等）の自立と社会復帰の促進を図るた
めに、精神保健福祉支援事業（国庫補助）にも取り組む必要がある。

制度改訂等による施策事業費の増

説明：（平成25年度に向けた施策コストの増減要因など）

公的年金収入等低所得者の増加、少子高齢化の進展等を受け、財政的に厳しい
状況が続いている中、医療費適正化に向けた取り組みが急務となっている。
・子宮頸がん予防ワクチン等の法定化・不活化ポリオワクチン導入・高齢者の肺炎球
菌ワクチン実施要望が高まる中、予防接種事業費の増加が見込まれる。
・高齢者人口の増加に伴い、生活保護世帯も増加しているほか、景気の後退等によ
る雇用状況が改善されないことにより、その他世帯（いずれの類型にも該当せず、世
帯主が稼働年齢にある）の著しい増加が、今後も予測されることから、対象の増加に
よるコスト増は避けられない。

※市条例は含まず

（市の裁量では事業費削減ができない事業）

市の関与を軽減

有効性の「高い」事務事業番号・事務事業名 有効性の「低い」事務事業番号・事務事業名

なし

＊８　全庁評価会議で示された施策の方向等を受けて
（10-02）健康づくりの推進
健（検）診事業・予防接種事業・感染症予防事業等に係る制度改正に対応するために、国及び東京都の動向を把握し、関係機関と調整を図り推進する。
（10-03）医療保険制度の運営
逼迫する国保財政の健全化に向けて医療費の適正化や国保税の適正賦課を推進し、安心して医療保険を受けられる体制を構築する。
（10-04）生活の安定と自立に向けた支援
生活困窮者への支援として、ハローワークと一体となった就労支援体制の、より一層の強化を図る。

25年度の施策位置付け　重点施策□　　それ以外■

現状維持 対象減少による施策事業費の減

受益者の行政需要増加による施策事業費の増 ・昭和病院組合参画事・平日準夜間小児初期救急医
療事業
・国保事業運営計画事業　・国保適用適正化事業
・国保賦課適正化事業　・国保給付適正化事業
・国保保健事業
・後期高齢者医療制度資格管理事業
・後期高齢者医療制度給付適正化事業
・後期高齢者医療制度賦課適正化事業
・後期高齢者医療制度保健事業
・生活保護事業の生活保護費（法定分）

＜主な意見＞
・社会のセーフティネットとしての役目を果たしていく。

現
状
と
課
題

（10-02）健康づくりの推進
【予防接種事業】任意接種３ワクチンを一部自己負担で実施（法定接種は全額公費）。国がこの３ワクチンと水痘他３種について法定接種化を検討中。全額公費実施に向
け、財源確保が必要。・高齢者の肺炎球菌ワクチン接種は、医師会から公費補助の要望が出されている。
【感染症予防事業】新型インフルエンザ等対策特別措置法制定。予防接種をはじめ医療体制の確保が市の責務とされた。関係団体との調整等体制確立に向けての取り
組みが急務。
【地域主権戦略大綱に基づく権限移譲】水道の東京都への事務委譲に伴い、事務委託の予算措置が必要である。
【特定健診等事業】特定健康診査・特定保健指導事業は、平成２０年度からの５か年の計画で実施しているが、平成２４年度は最終年度を迎えるにあたり、平成２５年度以
降について、新たな実施計画を策定していく。
（10-03）医療保険制度の運営：
国民健康保険・後期高齢者医療制度は国民皆保険の中核となる医療保険であり、その被保険者は農業・自営業者・零細企業の従業員・無職の人やその家族である。
被保険者の特徴は、①高齢者が多いこと②所得水準が相対的に低いことなどが挙げられ、高齢化の進行に伴う医療費の増大に加え、最近の雇用・経済情勢から非常に
厳しい財政運営を強いられている。課題は、①制度を維持するために必要な財源の確保②医療費の適正化であり、特に財政補填としての「その他一般会計繰入金」を如
何に減らしながら税率改定の在り方を検討していくかがポイントとなる。
（10-04）生活の安定と自立に向けた支援：近年の社会経済環境の変化に伴い、経済的困窮や社会的孤立の状態にある生活困窮者問題が深刻化している中、生活保護
受給者は過去最高を更新している。このような状況下、高齢化社会に伴う高齢者世帯の増加は、もちろんのこと稼働年齢層の受給者も増加傾向をたどっていることから生
活困窮者の支援体系の確立を急がされている。

市の裁量で事業費を削減できる金額（％）

平成23年度実績

事
業
費
に
関
す
る
市
の
裁
量
余
地

事業費削減不可事業名

 受益者の行政需要減少による施策事業費の減

　　　　　　　590,024,000　円
（　　　　　　4.2　　　％）

市
の
関
与
の
妥
当
性

次
年
度
に
向
け
た
方
向
性

＊　上記６の＜施策の方針設定に際しての前提条件＞及び＜国・都の方針及び関係法規等の変化＞＜市民ニーズ、市の状況の変化＞等を踏まえて記載

（10-02）健康づくりの推進
【予防接種事業】一部自己負担で実施している任意接種３ワクチンが平成２５年度から法定接種化見込み。全額公費負担に向けた財源確保、国の動向を把握しな
がら実施に向けた関係団体との調整を行う。
【感染症予防事業】２５年５月までに施行される新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく体制確立に向け、条例・行動計画等の見直し、関係団体との調整を
進める。
【地域主権戦略大綱に基づく権限移譲】水道の東京都への事務委譲に伴い、事務委託の負担費用の予算化と東京都及び24市との連絡調整を行う。
【特定健診等事業】次期実施計画策定にあたっては、平成20年度から23年度の医療費・疾病構造分析、健診データ分析結果から予防医学的な視点で、実施計画
を策定し、予算に反映させる。
（10-03）医療保険制度の運営
財政運営の面では、①国保税における応能・応益負担割合の国基準（５０：５０）を堅持すること②高収納率の維持を図ること等で、国・東京都からの補助金のイン
センティブ確保に努める。また、医療費の面では、これまでのレセプト点検等に加え、ジェネリック医薬品の利用促進などを通じて適正化に努める。
（10-04）生活の安定と自立に向けた支援
生活困窮者への支援として、ハローワークと一体となった就労支援体制の、より一層の強化を図る。

制度改訂等による施策事業費の減

施策事業費の増減なし

 事業費削減不可の金額（％）

平成23年度実績

　　　　　13,471,202,000　円
（　　　　　95.8　　　　％）


